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平成14年

10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

鹿児島大学病院
奈良県立医科大学附属病院

大阪市立大学医学部附属病院
札幌医科大学附属病院

公立大学法人福島県立医科大学附属病
高知大学医学部附属病院
秋田大学医学部附属病院

九州大学病院
筑波大学附属病院

熊本大学医学部附属病院
京都大学医学部附属病院
新潟大学医歯学総合病院
金沢大学医学部附属病院
神戸大学医学部附属病院

旭川医科大学病院
長崎大学医学部・歯学部附属病院

久留米大学病院
島根大学医学部附属病院

国立大学法人三重大学医学部附属病院
山口大学医学部附属病院

川崎医科大学附属病院
名古屋大学医学部附属病院
京都府立医科大学附属病院

大阪大学医学部附属病院
日本医科大学付属病院

国立大学法人富山大学附属病院
香川大学医学部附属病院

徳島大学病院
浜松医科大学医学部附属病院

東北大学病院
名古屋市立大学病院

兵庫医科大学病院
大分大学医学部附属病院

国立循環器病センター
国立大学法人山形大学医学部附属病院

福井大学医学部附属病院
宮崎大学医学部附属病院

産業医科大学病院
藤田保健衛生大学病院

北海道大学病院
岩手医科大学附属病院
大阪医科大学附属病院

琉球大学医学部附属病院
弘前大学医学部附属病院

和歌山県立医科大学附属病院
国立大学法人　信州大学医学部附属病院

岡山大学病院
千葉大学医学部附属病院

国立大学法人　岐阜大学医学部附属病院
金沢医科大学病院

東邦大学医療センター大森病院
公立大学法人　横浜市立大学附属病院

鳥取大学医学部附属病院
関西医科大学附属枚方病院

佐賀大学医学部附属病院
広島大学病院

愛知医科大学病院
福岡大学病院

東京大学医学部附属病院
獨協医科大学病院

山梨大学医学部附属病院
近畿大学医学部附属病院
杏林大学医学部付属病院
帝京大学医学部附属病院

昭和大学病院
滋賀医科大学医学部附属病院

聖マリアンナ医科大学病院
東京医科歯科大学医学部附属病院

愛媛大学医学部附属病院
国立大学法人群馬大学医学部附属病院

東京女子医科大学病院
東京医科大学病院

自治医科大学附属病院
日本大学医学部附属板橋病院

防衛医科大学校病院
埼玉医科大学病院

順天堂大学医学部附属順天堂医院
北里大学病院

東京慈恵会医科大学附属病院
東海大学医学部付属病院

国立がんセンター中央病院
慶應義塾大学病院

平均　　　：21.2日
標準偏差：22.5
最長　　　：25.9日
最短　　　：15.8日

DPCにおける平均在院日数の変化
（平成１５年度ＤＰＣ対象病院の例）

「DPC導入の影響評価に関する調査」より集計

（日）
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平成19年

10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30

鹿児島大学病院
宮崎大学医学部附属病院

国立大学法人富山大学附属病院
久留米大学病院

新潟大学医歯学総合病院
福井大学医学部附属病院
弘前大学医学部附属病院

長崎大学医学部・歯学部附属病院
秋田大学医学部附属病院
金沢大学医学部附属病院
愛媛大学医学部附属病院

東北大学病院
高知大学医学部附属病院

札幌医科大学附属病院
帝京大学医学部附属病院
佐賀大学医学部附属病院
神戸大学医学部附属病院
琉球大学医学部附属病院

北海道大学病院
九州大学病院

奈良県立医科大学附属病院
産業医科大学病院

日本医科大学付属病院
金沢医科大学病院

香川大学医学部附属病院
藤田保健衛生大学病院

公立大学法人福島県立医科大学附属病
大阪大学医学部附属病院
京都大学医学部附属病院

国立大学法人山形大学医学部附属病院
大阪市立大学医学部附属病院

徳島大学病院
大分大学医学部附属病院

筑波大学附属病院
熊本大学医学部附属病院

昭和大学病院
京都府立医科大学附属病院

名古屋市立大学病院
島根大学医学部附属病院

和歌山県立医科大学附属病院
国立循環器病センター

山梨大学医学部附属病院
岩手医科大学附属病院

国立大学法人三重大学医学部附属病院
福岡大学病院

国立大学法人　信州大学医学部附属病院
浜松医科大学医学部附属病院

千葉大学医学部附属病院
国立大学法人群馬大学医学部附属病院

大阪医科大学附属病院
東邦大学医療センター大森病院

獨協医科大学病院
広島大学病院

旭川医科大学病院
川崎医科大学附属病院

滋賀医科大学医学部附属病院
日本大学医学部附属板橋病院

防衛医科大学校病院
岡山大学病院

鳥取大学医学部附属病院
山口大学医学部附属病院

名古屋大学医学部附属病院
聖マリアンナ医科大学病院

東京女子医科大学病院
公立大学法人　横浜市立大学附属病院

関西医科大学附属枚方病院
自治医科大学附属病院

杏林大学医学部付属病院
東京医科歯科大学医学部附属病院

東京大学医学部附属病院
近畿大学医学部附属病院

国立大学法人　岐阜大学医学部附属病院
東京医科大学病院

国立がんセンター中央病院
順天堂大学医学部附属順天堂医院

北里大学病院
愛知医科大学病院

東京慈恵会医科大学附属病院
兵庫医科大学病院
埼玉医科大学病院
慶應義塾大学病院

東海大学医学部付属病院

平均　　　：16.7日
標準偏差：18.9
最長　　　：22.0日
最短 　　：12.6日

DPCにおける平均在院日数の変化
（平成１５年度ＤＰＣ対象病院の例）

「DPC導入の影響評価に関する調査」より集計

（日）
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２ 再入院率について

10

DPCにおける再入院率の推移
○ DPCにおける再入院率は増加傾向にある。

（％）

8.0 

9.0 

10.0 

11.0 

12.0 

13.0 

14.0 

H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H19年

平成15年度DPC対象病院

平成16年度DPC対象病院

平成18年度DPC対象病院

平成18年度DPC準備病院

平成19年度DPC準備病院

出典 平成１８年度「DPC導入の影響評価に関する調査結果及び評価」（中医協 ＤＰＣ評価分科会）
平成１９年度「DPC導入の影響評価に関する調査結果及び評価」（中医協 ＤＰＣ評価分科会）
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0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H15 H16 H17 H18 H19 H17 H18 H19 H18 H19 H19

同一病名
計画的再入院比
率

異なる病名
計画的再入院比
率

異なる病名
予期せぬ再入院
比率

異なる病名
予期された再入
院比率

同一病名
予期された再入
院比率

同一病名
予期せぬ再入院
比率

平成15年度

DPC対象病院

平成16年度

DPC対象病院

平成18年度

DPC対象病院

平成19年度

DPC準備病院

平成18年度

DPC準備病院

○ 「同一病名」による「計画的再入院」が増加傾向にある。

前回入院と今回入院の病名同異別・再入院率

DPCにおける再入院率の内訳①

同一病名
計画的再入院

出典 平成１８年度「DPC導入の影響評価に関する調査結果及び評価」（中医協 ＤＰＣ評価分科会）
平成１９年度「DPC導入の影響評価に関する調査結果及び評価」（中医協 ＤＰＣ評価分科会）
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「DPC導入の影響評価に関する調査」より集計

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H15 H16 H17 H18 H19 H17 H18 H19 H18 H19 H19

化学療法・放射線療法の
ため

計画的手術・処置のため

検査入院後手術のため

定期検査のため

その他

前回入院時、検査・手術
を中止して帰宅したため

手術のための体調回復を
まつために一時帰宅した
ため

平成15年度

DPC対象病院
平成16年度

DPC対象病院

平成18年度

DPC対象病院

平成19年度

DPC準備病院

平成18年度

DPC準備病院

○ 「同一病名による計画的再入院」のうち、「化学療法・放射線療法」の増
加割合が大きい

同一病名による計画的再入院の理由別・再入院率

化学療法
放射線療法

DPCにおける再入院率の内訳②

11
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0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

1.1%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H15 H16 H17 H18 H19 H17 H18 H19 H18 H19 H19

肺の悪性腫瘍

卵巣・子宮附属器の
悪性腫瘍

子宮頸・体部の悪性
腫瘍

大腸（上行結腸から
Ｓ状結腸）の悪性腫
瘍
直腸肛門（直Ｓ状結
腸から肛門）の悪性
腫瘍

肝・肝内胆管の悪性
腫瘍（続発性を含
む。）
非ホジキンリンパ腫

乳房の悪性腫瘍

胃の悪性腫瘍

食道の悪性腫瘍（頸
部を含む。）

急性白血病

骨軟部の悪性腫瘍
（脊髄を除く。）

前立腺の悪性腫瘍

膀胱腫瘍

小腸の悪性腫瘍

疾患名

平成15年度
DPC対象病院

平成16年度
DPC対象病院

平成18年度
DPC対象病院

平成19年度
DPC準備病院

平成18年度
DPC準備病院

計画的 化学療法・放射線療法の上位１５疾患再入院率

DPCにおける再入院率の内訳③
○ 肺がん等において、「化学療法又は放射線療法」による治療の為の再

入院率の増加割合が大きい。

出典 平成１９年度「DPC導入の影響評価に関する調査結果及び評価」 （中医協 ＤＰＣ評価分科会）

肺がんで増加
割合が大きい

14

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H15 H16 H17 H18 H19 H17 H18 H19 H18 H19 H19

15日～28日以内
比率

8日～14日以内
比率

4日～7日以内比
率

29日～42日以内
比率

3日以内比率

平成15年度

DPC対象病院
平成16年度

DPC対象病院

平成18年度

DPC対象病院

平成19年度

DPC準備病院

平成18年度

DPC準備病院

○ 期間別では、「８日～１４日以内」及び「１５日～２８日以内」の再入
院率の増加割合が特に大きい。

DPCにおける再入院率の内訳④

15日～28日

以内

8日～14日

以内

同一病名による計画的 化学療法・放射線療法の期間別・再入院率

「DPC導入の影響評価に関する調査」より集計
12
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シスプラチン投与 シスプラチン投与 シスプラチン投与

3週間以上3週間以上 3週間以上3週間以上

化学療法による治療の一例（肺がんの場合）

カルボプラチン投与 カルボプラチン投与 カルボプラチン投与

４週間以上４週間以上 ４週間以上４週間以上

○ 肺がん診療ガイドライン（日本肺癌学会／編（2005年版））において、肺がん（非小

細胞肺がん）の化学療法では、シスプラチンを含む抗がん剤併用療法を推奨されて
いる。
※臨床上は、シスプラチンの代わりに、同じ白金製剤であるカルボプラチンが用いられることも多い。

○ 薬剤の添付文書において、シスプラチンは３週間以上、カルボプラチンは４週間
以上の間隔で投与することとされている。

＜肺がんに対する抗がん剤の投与の例＞

16

化学療法による治療の一例（卵巣がん）

カルボプラチン投与 カルボプラチン投与 カルボプラチン投与

４週間以上４週間以上 ４週間以上４週間以上

○ 卵巣がん治療ガイドライン（日本婦人科腫瘍学会／編（2004年版））において、卵
巣がん（上皮性卵巣腫瘍）の化学療法では、TJ療法（カルボプラチン及びパクリタキ

セルの併用療法）が、第一選択とされている。

○ 薬剤の添付文書において、カルボプラチンは４週間以上の間隔で投与することと
されている。

13
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化学療法による治療の一例（大腸がんの場合）

５FU等の投与

１３日以上１３日以上 １３日以上１３日以上

５FU等の投与 ５FU等の投与

○ 大腸がん診療ガイドライン（大腸癌研究会／編（2005年版））において、５つのレジ
メンが示されているが、その中でも、入院では、FOLFOX療法（フルオロウラシル（５
FU）・レボホリナートカルシウム・オキサリプラチンの３剤を併用）が行われることが
多い。

○ 薬剤の添付文書において、５FUとオキサリプラチンを併用する場合は少なくとも
13日間投与間隔をあけることとされている。

18

（参考）入院・外来別 悪性新生物患者数

136.8 139.4 144.9

119.9 119.7
140.1

0

50

100

150

200

250

300

平成１１年 平成１４年 平成１７年

外来

入院

（千人）

出典 患者調査（厚生労働省大臣官房統計情報部）

○ 悪性新生物に対する治療については、外来の比重が大きくなっている。

14
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（参考）外来化学療法の推移

1440

1228

960

709

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年

外来化学療法加算を算定している病院の推移

○ 近年は、外来化学療法加算を算定する病院が増加傾向にある。

出典 厚生労働省保険局医療課調べ

（施設数）

20

３ 転帰（治癒・軽快）について

15
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7～10月（4ケ月データ）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成18年度

平成19年度

平成19年度

軽快 寛解 不変 増悪 その他

医療資源を最も投入した
傷病以外による死 亡

医療資源を最も投入した
傷病による死亡

平成15年度
DPC対象病院

平成16年度
DPC対象病院

平成18年度
DPC対象病院

平成18年度
DPC準備病院

治癒

平成19年度
DPC準備病院

DPCによる転帰の推移①
○ 治癒及び軽快を合計した割合は全ての病院類型においてほぼ横ばい傾向

○ 治癒の割合は全ての病院類型で減少傾向であり、軽快の割合は全ての病院類
型で増加傾向

出典 平成１９年度「DPC導入の影響評価に関する調査結果及び評価」 （中医協 ＤＰＣ評価分科会）

22

DPCによる転帰の推移②

80.04%・・・・治癒＋軽快

72.55%・・・・軽快

7.49%・・・・治癒平成１９年度ＤＰＣ
準備病院（割合）

80.39%80.20%・・・治癒＋軽快

73.40%71.50%・・・軽快

6.99%8.70%・・・治癒平成１８年度ＤＰＣ
準備病院（割合）

82.04%81.55%80.57%・・治癒＋軽快

77.24%74.67%71.72%・・軽快

4.80%6.88%8.85%・・治癒平成１８年度ＤＰＣ
対象病院（割合）

82.55%82.12%81.61%81.73%80.19%治癒＋軽快

78.92%77.86%76.14%73.70%70.57%軽快

3.63%4.26%5.47%8.03%9.62%治癒平成１６年度ＤＰＣ
対象病院（割合）

79.17%79.12%79.01%79.60%78.73%治癒+軽快

74.17%74.07%72.45%73.08%70.65%軽快

5.00%5.05%6.56%6.52%8.08%治癒平成１５年度ＤＰＣ
対象病院（割合）

平 成 1 9 年平 成 1 8 年平 成 1 7 年平 成 1 6 年平 成 1 5 年病院類型

出典 平成１９年度「ＤＰＣ導入の影響評価に関する調査結果および評価」（中医協 ＤＰＣ評価分科会）
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23
「DPC導入の影響評価に関する調査」より集計

がんの治癒・軽快の推移
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４．DPC対象病院での診療状況に

ついて
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DPC対象病院での医療の質について

問 ＤＰＣの導入で患者に提供する医療の質は全体としてどう変化したと思いま
すか。

出典：平成２０年１０月 日本病院会調べ
※ 調査の概要

平成２０年６月、日本病院会加盟のＤＰＣ対象病院４００施設の全てにアンケートを実施。
回答２７３施設（回答率６８．３％）

何とも言えない

177施設（64.8%）

どちらかと言えば向

上した

72施設（26.4%）

低下した

0施設（0%）

向上した

20施設（7.3%）

無回答

3施設（1.1%）

どちらかと言えば低

下した

 1施設（0.4%）

26

DPCにおける後発医薬品の使用状況

5.4%4.1%3.4%総計 （７３１病院）

4.7%－－ＤPC準備病院 （３７１病院）

7.1%4.1%－平成18年度DPC対象病院 （２１６病院）

8.8%7.4%5.1%平成16年度DPC対象病院 （６２病院）

4.1%3.4%2.6%平成15年度DPC対象病院 （８２病院）

平成18年度平成17年度平成16年度施設類型

薬剤費における後発医薬品の占める割合（金額ベース）

出典 平成19年６月22日ＤＰＣ評価分科会 「ＤＰＣ対象病院及び準備病院における後発医薬品の使用状況について」
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まとめ
１ 急性期医療における平均在院日数は、DPCに限らず、

諸外国を含めて減少傾向である。

２ DPCにおける再入院率の増加については、近年のがん
に対する化学療法の拡大に伴う影響も考慮する必要が
あるのではないか。

３ DPCにおいて治癒が減少傾向であり、軽快が増加傾向
であることも、近年のがん治療や急性期医療に対する考
え方も考慮する必要があるのではないか。

４ DPC対象病院では、医療の質が低下したと考えている
割合はほとんどなく（日本病院会のアンケート）、一方で、
後発薬品の使用が促進されている。
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